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原油、縮まらない米欧価格差　米国の輸出量は過去最高に

欧州のエネルギー需給の逼迫が米欧の原油市場にゆがみを生み出している。欧州の価格が米国より割高な状態が定着し、米国から欧州への輸出が

拡大。過去最高の規模に達している。ロシアから欧州への原油・天然ガスの流入が細るなか、原油市場のゆがみは解消しにくいとの見方が広がっ

ている。

原油はガソリンなど付加価値の高い製品がたくさんとれ、硫黄分が少ない油種ほど高く取引される傾向がある。欧州指標の北海産ブレントと米国

指標のWTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）はどちらも高品位な油種。近年はブレントがWTIに比べ高い状況にあり、2021年まで

の価格差は1バレル当たり2～4ドル程度が続いていた。それが足元ではブレント高・WTI安が一段と進んで、25日時点の価格差は6.8ドルほどに広

がっている。

背景には欧州のエネルギー需給が一段と引き締まっていることがある。ロシア国営のガスプロムが欧州向けパイプライン「ノルドストリーム」を

8月31日から9月2日まで停止すると発表し、天然ガスの供給懸念が強くなっている。欧州天然ガス価格の指標となるオランダTTF先物価格は25日

に翌月渡しの取引で1メガワット時330ユーロ台まで上昇し、3月につけた過去最高値に迫っている。

天然ガスが値上がりすれば、代替燃料となる石油製品にも上昇圧力がかかるとの思惑から、北海ブレント原油は23日に1バレル100ドル台に乗せ

た。期近物として3週間ぶりの高値をつけた後も、100ドル前後で推移する。

一方、WTIは受け渡し拠点であるオクラホマ州クッシングの在庫の影響を受けやすいとされる。かつては米国内の在庫が積み上がり、WTIがブレ

ントに比べ割安幅を広げることがあったが、クッシングの在庫は現在、低水準にとどまっている。米エネルギー情報局（EIA）によると、2500万

バレル強（戦略備蓄を除く）と、直近のピークだった20年11月ごろに比べ6割ほど少ない。米国内の需給が締まったまま、欧州に比べると米国の

割安感が強まっている格好だ。

地域間の価格差が広がると、価格の安い地域から高い地域への原油を運ぼうとする動きが強まりやすい。実際に米国からの原油輸出は増えてい

る。EIAによると、米国の週間の原油輸出量は12日までの1週間でみると日量500万バレルとなり、1991年2月の統計開始以来、最大規模になっ

た。石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の野神隆之氏は「米国から欧州への原油輸出が増えている」とみる。

この影響は外国為替市場にも及ぶ。シティグループ証券の高島修氏は「米国の実需筋によるユーロ売り・ドル買いを促している」と指摘する。欧

州の原油輸入増加で、ユーロ売り・ドル買いの取引が増えたとすれば、ユーロが対ドルで1ユーロ=1ドルの等価（パリティー）を割り込む水準ま

で売られた遠因がブレント高・WTI安にもあったのかもしれない。

欧州でエネルギー需給の逼迫が解消される兆しはみえていない。今年12月には欧州によるロシア産原油の禁輸が発効となり、2023年2月にはロシ

ア産石油製品の禁輸措置もとられる予定だ。ロシアが天然ガスの供給を止めるという圧力をかけてくるとの懸念もある。冬場にかけて暖房や発電

向けの需要が高まるなかでは、原油市場では「米欧間の価格差は縮みにくい」（JOGMECの野神氏）状況が続きそうだ。
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原油先物は反発、需要改善の兆しで　ＦＲＢ議長講演控え上値重い

[メルボルン ２６日 ロイター] - アジア時間の原油先物は、燃料需要改善の兆しを受けて反発。た

だ、米ワイオミング州ジャクソンホールで開催されている経済シンポジウム（ジャクソンホール

会議）での米連邦準備理事会（ＦＲＢ）議長講演を控えた様子見ムードで、上値は抑制されてい

る。

００５１ＧＭＴ（日本時間午前９時５１分）時点で、北海ブレント先物は０．４６ドル（０．

５％）高の１バレル＝９９．８０ドル。米ＷＴＩ原油先物は０．４８ドル（０．５％）高の１バ

レル＝９３．００ドル。どちらも前日には約２ドル下落していた。

米国のインフレ抑制に向けた利上げペースに不透明感があるにもかかわらず、今週に入り原油需

要を巡る懸念が緩和しており北海ブレントとＷＴＩはともに週間で約３％上昇する見通しとなっ

ている。

ＡＮＺリサーチのアナリストは２６日のパウエルＦＲＢ議長講演を前に、一部の政策当局者発言

を受けて景気見通しが不透明になっていると指摘。「それでも、強い需要の兆しが見られてい

る」と述べ、交通量の増加を示すデータに言及した。

デジタル地図サービス大手トムトムが発表した最新の渋滞指数データによると、アジア太平洋、

欧州、北米の交通量はいずれも８月２４日までの週に大幅に増加したという。

ＡＮＺは百度のデータを引用し、中国でも渋滞が増えていると指摘した。

ＦＲＢ議長講演を控えた警戒感に加え、イラン産原油の輸出が再開される可能性があることも市

場の上値を圧迫している。



引用記事 日経新聞 燃料油脂新聞 化学工業日報 ロイター

2022年　8　月　26　日　　担当　小松



引用記事 日刊建設工業

２０２2年　8　月　26　日　　担当　小松

国交省
２３年度予算概算要求公共事業６・２兆円、資材高騰対策を事項要求

国土交通省は２５日、２０２３年度予算の概算要求を発表した。一般会計の国費総額は前年度予算比１８・４％増の６兆９２８０

億円。うち公共事業関係費は１９・０％増の６兆２４４３億円を要求する。ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）とＤＸへ

の投資などに配分できる特別枠「重要政策推進枠」を最大限活用。前年度と同じく「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速

化対策」は事項要求とし、建設資材の価格高騰を踏まえた公共事業の必要経費も予算編成過程で確保を目指す。＝２面に部局別概

要

　政府が閣議了解した概算要求基準では▽人への投資▽科学技術・イノベーションへの投資▽スタートアップへの投資▽ＧＸとＤ

Ｘへの投資－の４分野を重要政策推進枠に設定。国交省は特別枠に１兆５９２９億円を充てた。住宅・建築物の省エネ対策などを

強化し脱炭素社会に向けたＧＸを推進。各局横断のデータ連携でインフラ分野のＤＸも深化させる。

　事項要求となった資材高騰対策にも重点を置く。資材単価の上昇で事業量が目減りする懸念が背景にある。進行中の資材高騰の

動向を注視しながら、事業量の確保に必要な経費の予算計上を検討していく方針だ。北陸新幹線敦賀駅～新大阪駅間の新規着工を

見据え、整備新幹線の整備で追加的に要する経費も事項要求に盛り込んだ。

　公共事業関係費のうち一般公共事業費は６兆１８７４億円（前年度予算比１９・２％増）、災害復旧費等は５６９億円（増減無

し）。一般会計とは別枠の東日本大震災復興特別会計には４０１億円（５・７％増）を計上。財政投融資は２兆６１５３億円（５

６・８％増）となった。

　引き続き国民の安全・安心の確保に向けた施策に重点配分。「流域治水」やインフラ老朽化対策を推進する。防災・安全交付金

は９６７７億円（１８・７％増）を計上。その枠内で災害につながる盛り土の安全性把握調査や対策工事に当たる地方自治体を支

援する。地域・拠点の連携を促す道路ネットワークの整備にも注力。社会資本整備総合交付金には６９００億円（１８・６％増）

を充てる。
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国交省
道路施設点検結果を公表、アスファルト舗装修繕着手・完了は２割

国土交通省は２４日、２０２１年度に実施した道路施設の定期点検結果を公表した。道路管理者に５年ご

とに近接目視点検を義務付けている橋やトンネルなどの施設構造物で、２１年度に点検サイクル１巡目

（１７～２１年度）が完了した舗装の点検診断結果を整理。大部分を占めるアスファルト舗装で修繕が必

要と判定したストックのうち、必要な措置に着手済みもしくは完了した割合は延長ベースで２割弱にとど

まった。

　２１年度の点検結果は「道路メンテナンス年報」としてまとめた。１巡目点検が完了した２１年度の点

検実施率は国交省管理分（総延長＝アスファルト舗装５万６８８５キロ、コンクリート舗装２３８２キ

ロ）が１００％達成。都道府県・政令市管理分は６６％の８万９０７３キロ（対象延長＝同８万７９０５

キロ、同１１６８キロ）になる。

　１巡目点検で「修繕段階（判定区分ＩＩＩ）」と判定した舗装の修繕実施状況を見ると、必要な措置に

着手済みまたは完了したストックの割合はアスファルト舗装で１８％の３２８５キロ。このうち国交省分

が１７％の１２６２キロ、都道府県・政令市分が１９％の２０２３キロになる。コンクリート舗装は７％

の１３キロ。国交省分が７％の１０キロ、都道府県・政令市分が７％の３キロ。

　アスファルト舗装は、路盤打ち換えや表層修繕といった内容別に点検結果を判定し修繕実施状況も整理

した。

　路盤打ち換えに着手済みまたは完了したのは２７％の１１３７キロ。内訳は国交省分が１５％の１９４

キロ、都道府県・政令市分が３２％の９４３キロになる。表層修繕は１５％の２１４８キロで、国交省分

が１８％の１０６８キロ、都道府県・政令市分が１４％の１０８０キロに上る。

　道路メンテ年報では、定期点検サイクル２巡目（１９～２３年目）の３年目が完了した橋やトンネルな

どの点検診断結果や修繕状況も整理。「早期または緊急に措置を講ずべき状態（判定区分ＩＩＩ～Ｉ

Ｖ）」と判定したストックで、措置に着手済みまたは完了したのは全体で橋が２９％の１万０８７８橋、

トンネルが６０％の１１１４本になる。


